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1　はじめに
　本稿の課題は、1920年代にアメリカ労働組合によって展開された労使協調（Union－Management
Cooperation）政策の成立の背景、その原理および実施機構の考察を通して、この協調政策が労働組
合にとっていかなる意味を持っていたかを明らかにすることにある。
　1920年代におけるアメリカの労使関係は、資本による労働者への支配強化と労働組合運動の受難の
時代として特微づけられる。資本は、1919年から20年の消費者物価の急騰、実質賃金の切り下げ、
雇用不安によって引き起こされた大規模な労働攻勢に対して、オープソショップを掲げ、職場から労
働組合員の徹底的な排除を行う一方、「厚生資本主義」にもとずく温情的な諸施策を積極的に導入す
ることで従業員を企業内に取り込み、これら従業員による「会社組合」、「工場委員会」、「従業員代表
制」の育成をはかり、労使関係を安定化させていった。労働組合は、かかる資本の逆功勢を阻むこと
が出来ず、その組織勢力を大幅に減少させた。さらに、1920年の秋から約1年間続いた戦後恐慌下で
生じた賃金切り下げ、大量解雇にも有効に対処しきれず、さらに組合員数を減少させるにいたった。
このような状況に立たされた労働組合は、労使協調路線を打ち出し、労働組合の承認と組織の維持を
はかろうとした。労使協調の試みは、第一次世界大戦下の特殊な条件のもとで実施され、この中で労
働組合は、労働組合の承認と組合員の拡大を経験していたが、このような試みが平時に適用されたの
は、20年代になってからであった。以後この労使協調的な考え方は、アメリカ労働運動と労使関係に
大きな影響を及ぼしていくことになった1）。
　ところで、20年代の労使協調には、主に二つの形態があると考えられる。すなわち、会社が労務管
理施策の一環として育成した「会社組合」、「従業員代表制」などの従業員と資本との労使協調と、労
働組合が一連の労務管理施策・組合攻撃に対抗して提起した労働組合と資本とによる労使協調とであ
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る。これら二つの形態は、同時に20年代における資本の組合対策の二っの方向を示すものともなって
いるが、本稿では、特に後者の労働組合・資本による労使協調（以下、労使協調は労働組合・資本に
，よる労使協調（Union－Management　Cooperation）として使用）に限定し考察を深めていくことに
する。
　20年代における労使協調の典型例として、クリーブラソド衣服産業における国際婦人服労働組合
（ILGWU）（1919年）、合同衣服業組合（ACWA）（1921年）、バルティモア・オハイオ鉄道の現場
労働組合（railroad　shopcraft　union）（1923年）、フィラデルフィア・メリヤス産業におけるフル・
フッショソ・メリヤス労働組合（FFHW）（1927年）、ナウムキーグ蒸気木綿会社での統一織物労働
組合（AUnited　Textile　Workers　loca1）（1927）などの実験があげられる2）。　S・H・スリクターは・
20年代に展開された労使協調を実施機構の差異によって3つに区分している3）。
　①、労使合同委員会方式一鉄道業
　②、労使双方の顧問による共同調査方式一ナムキーグ蒸気木綿会社
　③、組合が経営者に産業技術上の助言を与える方式一合同衣服業労働組合
　これらの中では、①が最も進んだ方式であると考えられる。それは、①が②、③と同時に活用する
ことが可能であると共に、労使双方の当事者が直接参加し、協議する方式だからである。従って、
A．F．Lは、①を20年代における労使協調の「花形」とみなし、この方式を他の産業にも導入しよう
と努力した4）。以下、本稿では、労使合同委員会方式、すなわち鉄道業における労使協調に分析を限
定し、労使協調の成立の背景、原理、実施機構を考察していくことにする。
注1）河村望、『国家独占資本主義による労働組合の支配と統合』（『現代の労働組合運動』2大月書店，1972年）
　　114－121ページ参照。
　2）S．M．　Jacoby，　Union－Management　Cooperation　in　th躍　United　Steats，　Lesson　from　the　1920s　：　lndustrial
　　and　Labor　Rerations　Review，　October．1983，　p．27．また、これら労使協調実験の全般的な実証研究と
　　して、S．　M．　Slichter，　Union　Policy　and　Industrial　Management，　The　Booking　Institute，1941，、
　　　「科学的管理法」とのかかわりで労使協調を研究したものとして、M．　J．　Nadworny，　Scientific　Mana
　　gement　and　the　Union，1900～1930，　Harvard　University　Press，　Cambridge，　Massachusetts，1955．
　　小林康助訳、『科学的管理法と労働組合』広文社，1977年、労働組合（A，F．L）とかかわりから労使協調を
　　研究したものとして、J．　T．　Mckelvey，　AFL　Attitudes　toward　Production，1900～1932，　Cornell
　　University，1952．小林康助、岡田和秀訳、『経営合理化と労働組合』風媒社，1972年．などがある。
　3）　S．H．　Slichter，　oP．　cit．，　P．569．
　4）J．T．　Mckelvey，『同訳書』、135ページ。
　　　L．A．　Thompsonは、1927年10月の“Monthly　Labor　Review”誌に20年代の労使協調に関する文献紹
　　介を行なっているが、その半数以上は、鉄道業についての論文であり、鉄道業の労使協調への関心の高さ
　　がうかがえる。詳しくは、L．　A．　Thompson，　Union－Management　Cooperation，　A　list　of　References：
　　Monthly　Labor　Revlew，　Octobr，1927．　pp．220－227．
ll　労使協調の導入の経緯とその原則
鉄道修理工場における労使協調の試みは、テイラー協会の会員である0．S．ベイヤー（Beyer）が
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第1次世界大戦時に国営ロックアイランド兵器工廠での労使協調の成果1）を当時国家管理下にあった
鉄道業に適用すべく鉄道現場労働組合（the　Railroad　Shopcrafts）に提起したことに始まる。この
労使協調の提案は、労働組合の承認を前提としていたため鉄道現場労働組合から支持を得た。その後、
ベイヤーは、この計画を鉄道管理局の総支配人に提示した。1919年、総支配人は、この計画の考えを
機械部門に提起した。しかし、この計画の試みは、1920年の鉄道業の民営への復帰と1921年の不況に
よる労使関係の悪化のもとで中断されるに至った。この提案の実行が再度提起されるのは、戦後恐慌
下での賃金切下げに反対する1922年の鉄道労働者40万人の大ストライキの最中であった。A。F．L傘
下の国際機械工組合の会長W．ジョソストソ（Johnston）と0．ベイヤーは、労使協調の実験をバル
ティモア・オ・・イオ鉄道会社社長D．ビラート（Willard）に提案した。会社側は、この提案を受け
入れ、実験は、1923年1月のスト収拾直後、グレソウッド機関車修理工場で現場労働組合の顧問技師
になった0．ベイヤーによって始められた。グレソウッド工場は、B・0鉄道の修理工場の中で最も
生産性が低く、その仕事の多くは外部の請負工場で行われ、工場閉鎖がしぼしぼ行われていた工場で
あった2）。この実験は、請負を排し、B・0鉄道の施設の生産・修理は、　B・0の工場で行うという
原則に立って行われた。
　その結果、雇用の安定、生産性の向上という両側面で成果をあげ、経営者にとっても労働者にとっ
ても納得のゆくものであった。この事実は、生産性向上を進める上で、労働組合が協力機関たりうる
ことを経営者に実証するものであったし、また、生産性の向上は雇用安定の条件であるということを
労働者にも認識させた。1924年1月、労使協調計画を全工場に拡大する労働協約が、経営者と連合職
場組合（the　federated　shopcrafts）との間で結ぼれた3）。
　他方、B・0鉄道会社における生産協力による労働組合の完全承認は、労使協調運動をA．F．L鉄
道従業員部（Railway　Employees　Depertment　American　Federation　of　Labor）の一つの重要
な活動として位置づけさせた。A．F．L鉄道従業部は、0．ベイヤーを顧問技師として迎え入れ、労
使協調計画を他の鉄道会社へも普及させていった。1925年には、カナダ・ナショナル鉄道会社、チェ
サピーク鉄道会社、シカゴ・ミルウォーキー鉄道会社、ノースウエスタン鉄道会社、26年には、シカ
ゴ・ミルウォーキー・セントポール鉄道会社、グラソド・トラソク・ウエスタソ鉄道会社が労使協調
計画を採用していった4）。
　以上のような経偉をへて鉄道業においては労使協調が採用されていったが、その原則とはどのよう
なものであったのであろうか。B・0計画の実践者であった0．ベイヤーは、鉄道業における労使協
調原則として7項目をあげている5）。
?????
4．
労働組合を鉄道従業員を代表する正規の公認機関として完全に承認すること。
経営者は、労働組合を鉄道業務にとって有益で、建設的で、必要なものと見なすこと。
賃金、労働条件、その他対立点を迅速に、規則にのっとって調整する労働協約を労働組合と経
営者との間で発展させること。
鉄道のサービスの改善および無駄排除のための体系的な協力を行うこと。
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　5．雇用の安定をはかること。
　6．協力によって生じた利益を測定・具体化し公正に分配すること。
　7．協力のための合同協議機関を設置すること。
　以上の7原則は、第一次世界大戦以前のA．F．Lの活動原理からみると、いくつかの新しい原理へ
の転換を含むものであった。第一は、労働組合の承認と団体交渉を前提としてではあるが、生産性向
上への労働組合の協力参加を積極的に打ち出し、労働組合自身を生産性向上運動の主体として位置づ
けた点である。第二は、生産性の問題と賃金および雇用問題と結びつけ、生産性向上の代価として高
賃金、雇用の安定を要求する「生産性賃金・雇用」論を打ち出した点である。第三は、団体交渉と明
確に区別される労使合同協議会を設置し、生産問題に対する労使間の調整をはかろうとした点であ
る。第一次大戦以前のA．F．Lは、生産性に関しては、むしろ経営側の問題であると考えており、熟
練労働者の作業上の規則、慣行を変える生産「合理化」、賃率の切下げに対しては、集団的に生産
基準を作り、「生産制限」を行うことで徹底した抵抗を試みてきた。労働組合は、熟練という生産に
対する規制力を挺子にし、労働力の供給を制限し資本に対抗してきたのであった。しかし、労使協調
においては、生産性の向上をはかることによってクローズドショプを守ろうとしたのであった。B・0
鉄道の鉄道現場組合は、労使協調政策を導入することで、その組織勢力を、1923年、5，969人、1924
年、8，998人、1925年、10，230人、1926年、11，371人へと増大させていった6）。
注1）　ロツクアイランド兵器工廠の労使協調については、M．　J．　Nadworny，『同訳書』、167ページ参照。
　2）S．M．　Slichter，　op．　cit．，　pp．437－439．
　3）　lbid．，　p．439．
　4）　　Ibid．，　pp，439－440．
　5）　0．S．　Beyer，　Jr，　The　technique　o∫　cooPeration　：Bulletin　of　the　Taylor　Society，　Februry，1926，
　　P．7．
　6）S．M，　Slichter，　op．　cit．，　p．449．
1皿　労使協調成立の背景
　本節では、労働組合運動の原理的な転換を含む労使協調政策を何故労働組合が債極的に押し進めた
かを考察することにする。
　a）第一次世界大戦と労働組合
　労使協調運動への転換の第一の要因として労働組合の主体的側面、すなわち、労働組合の経験を検
討していくことにする。労働組合は、第一次大戦時にその組織勢力を最大なものとしていった。当
時、戦争物資の安定供給を確保するためには、労資関係を安定させる必要があった。そのため、国家
は、労働組合と団体交渉を承認することでストライキ等の生産制限を自粛させ、労働組合を生産増強
運動に組み入れる政策をとった。この国家政策に対して、労働組合は、支持を表明し、多くの代表者
を行政委員会に送りこんだ。
　1918年4月、公益代表2名、使用者代表5名、被用老代表5名からなる全国労働委員会（NWLB）
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が設置され、「労働者と使用者との関係を規制する戦時労働基準」　9項目が制定された。これら9項
目は、「①戦時のストライキ、ロックアウトの自粛、②労働組合の団結権と交渉権の承認、③労働組
合が確立した既存の労働基準の維持・継続、④男女同一労働同一賃金、⑤8時間労働日の承認、⑥サ
ボタージュの自粛、⑦労働動員に関する政・労・使の協力、⑧労働基準の設定における慣行の地域差
への配慮、⑨生活賃金の維持」1）などであった。
　NWLBの基本的任務は、労資紛争の調停にあった。　NWLBは、その紛争処理機関としてローカ
ルレベル機関の設置を奨励した。これは、「従業員代表制（Shop　Commitee）」と呼ぼれるもので
NWLBの下部機関として設置された。この「従業員代表制」は、労働組合が存在しているところで
は、被使用者の代表として労働組合が使用者と紛争の処理に当り、労働組合の存在していない所で
は、従業員の代表者を選出し、その代表者が使用者と紛争の処理にあたるものであった2）。ローカル
レベルでのこの機関の設置は、二つの意味を持っていた。第一には、使用者が労働組合の団結権・団
体交渉権を公式に承認する場になったことである。この承認は、第一次大戦下で労働組合が急速な勢
いで拡大していく要因となり、労働組合は、労働組合の承認の獲得がその勢力を拡大させるために必
要であることを知った。第二には、交渉相手として労働組合の従業員代表も公認していたため、後に
「会社組合」の足がかりとなった点である。かくして、労働組合は、戦時という特殊な条件のもとで、
生産増強に協力を約束し、はじめて全国的な承認を得たのであった。鉄道業の場合、この団結権、団
体交渉権の承認は、国家介入のもとでより一層具体的なものとしてなっていった。
　広大な国土をかかえる合衆国の鉄道は、国民経済、市民生活を支える重要産業の一つであった。従
って、鉄道産業にたいして、国家は、早い時期から介入を試みていた。1887年の「鉄道立法」、1898年
の「エトマンス法」、1916年の「アダムスン8時間法」などの施行がそれであった。第一次大戦の勃
発にともなう全国的な輸送力増強の必要性は、鉄道業に対する政府介入をさらに強化させていった。
鉄道は、政府管理下に置かれ、鉄道管理局が設置された、1918年2月、管理局は、既存の全ての労働
組合を承認した上で、管理局側3人、労働合側3人からなる鉄道賃金・労働条件委員会（the　Board
of　Railroad　Wages　and　Working　Conditions）を設置した。この委員会は、他産業との賃金の比
較、労働条件等を調査するためのものであった3）。同時に、賃金、労働条件の調整、協定を行なう機
関として、管理者側4人、労働組合側4人からなる合同調整委員会が職種別に3つ設置された。3つ
の合同調整委員会の労働組合側の代表は、それぞれ鉄道友愛組合（Railroad　Brotherhoods）（鉄道
輸送部門の独立組合）、A．F，L鉄道従業員部（機関車、その他車体の修理工場部門のA．F．L加盟7
労働組合の連合組織）、信号係、路線補修部などで組織されている労働組合であった。さらに、職場
レベルで苦情処理を行う機関として鉄道地区職場委員会（Local　Shop　Committes　of　Railroad）が
設けられた4）。全国組合である鉄道友愛組合、A．F．L鉄道従業員部は、合同調整委員会の設置によ
って鉄道従業員の正規の代表として団結権、団体交渉権を全路線規模ではじめて獲得した。
　このような労働組合の公式の承認を基礎とした政府と労働組合との協力は、労働組合員を飛躍的に
増大させた。1917～20年の間に、アメリカの全労働組合員数は、約300万人から500万人に、A．F．L
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第1図労働組合員の推移
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　　　Bureau　of　Economic　Reseach．　Inc，　New　York，　p．63．
第2図　金属、機械、造船関係労働組合員の推移
800，000
600，000
400，000
200，000
0 1900 ユ904 1908
?、、、?．????
＝?
1912 1916
出典　L．Wolman，　op．　cit．，　pp．46－47．から作成
　　注（1・）①は、金属、機械、造船の組合員の推移
　　　　　②は、機械工、ボイラー製造工、鉄道機関工（塗装工、大
　　　　　工etc．）の組合員数の推移
　　　　　③は、機械工の組合員の推移
　　　　　④は、鉄道機関工の組合の推移
　　　（2）③と④の合計は②になる。
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1920
の組合員数は、約250万人から400万人に増加した（第1図）。特に著しい増加を示したのは、金属・機
械・造船部門の組合員で、1918～20年の問に40万人から80万人に増加した5）（第2図）。この部門の増
加は、戦争遂行に係わる金属、造船、および鉄道工場によるところが多く6）、これら産業は、政府介
入のもとで労働組合および団体交渉権の承認を獲得した部門であった。飛躍的な労働組合員の拡大を
もたらした鉄道業における戦時労使調整機構は、戦後、この産業の労働組合が労使協調を企てる思想
的基盤になった。
　b）戦時労資関係の再編と労働組合
　戦時労資関係の再編と労働組合の労使協調政策への転換の第二の要因として労働組合がおかれてい
た客体的な側面、すなわ、戦時労資関係の再編と労務管理政策を次に検討することにする。1920年ま
で、鉄道業は、政府管理下におかれており、労使関係においても戦時方式が基本的には継続されてい
た。1919年、鉄道関係の労働組合は、鉄道国有化計画（「プラム・プラソ」）を打ち出し、労働者の経
営参加を主張した7）。しかし、この計画は、経営者たちの大きな反発にあい、結局、1920年の「輸送
法（Tranceportation　Act）」の施行によって民営に復帰した。「輸送法」では、鉄道賃金・労働条件
委員会に代わる労使調停機関として全国鉄道委員会（R．L．B）を設置した。RL・Bは、鉄道工場労
働者の賃上げと戦時の労働協約を引きついだ1919年「全国協約」の継続の裁定をくだした。しかし、
経営者側は、政府管理下で行われた労使調整機構とそのもとで拡大をはかった労働組合に、対策をこ
うじる必要があると考えていた。経営者側は、1920年秋から始まる不況と高生産費を理由として、修
理工場での仕事を外注化し、政府管理下で結ばれた労働協約を改変しようとした。このことは、労使
関係を悪化させた。さらに戦後恐慌下での1922年7月のR，L．Bによる12％の賃金切り下げ提案は、
両者の関係を悪化させ、1922年7月、A．F．L鉄道従業員部は、40万人が参加するストライキに突
入した。R．L。Bは、鉄道経営者協会と労働組合との調停に努めたが、ストライキは続行された。
R．L．Bは、ストライキを非難し、先任権を剥奪するとおどし、組合員の職場復帰をせまったが、こ
れも失敗に終った。この一連の労使対立において、経営者側は、労働組合に対して2つの異なった態
度を示した。ペソシルバニア鉄道などの会社は、ストライキ差止命令を裁判所に申請する一方で、路
線別労働組合（the　system　federation）との交渉を拒否し、「会社組合」を育成し、これを団体交渉
の正規の代表と倣し、徹底的なオープソショヅプ攻撃でストライキの解決をはかろうとした。R．L．B
の脅迫、裁判所の差止命令にもかかわらずストライキは続行され、解決は、路線系統別に行われるこ
とになった。B・0鉄道などの「会社組合」政策をとらなかった会社は、労働組合との交渉を続行
し、結局、ストライキ参加者の1922年6月時点での先任権にもとずく地位への復職および苦情処理機
関としての労使合同委員会の設置を条件にストライキは終息した。労働組合は敗北し、戦時に形成さ
れた協約体制は、解体された8）。
　このストライキ後、ストライキに参加し、先任権にもとついて職場復帰した組合員は、約半数の
225，000人にすぎなかった。他方、会社組合の組織人員は、175，000人にも達した9）。この数字は、こ
のストライキ中に、会社側が労働組合に対して、いかに強力なオープンショヅプ攻撃を行ったかを示
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第一表　組合組織人員と会社組合組織人員
　　（1919～1928）　　（単位：1，000人）
??????
年
会社組合・組合員
会社数 組合員
会社組合員
の全労働組
合員に対す
る比率（％）
1919 3，260 145 404 9．8
1922 3，196 385 690 17．1
1924 2，866 421 1，241 35．1
1926 2，804 432 1，369 39．1
1928 2，896 399 1，548 44．5
1932 2，532 313 1，263 40．1
出典　萩原進『アメリカ資本主義と労使関係』（戸塚秀夫、
　　徳永重良編著『労働問題』有斐閣1977）、161ページ
すものである。
　オープンショップ攻撃、「会社組合」の育成が、鉄道業において特に強力であった訳ではない。それ
は、戦時下における労働組合員の拡大、1919年以降の物価急謄、戦後恐慌による賃金切り下げに対す
るストライキの増大に対抗して経営者が多くの産業で推し進めた労務政策の重要な柱であった。全国
的に見ても、「会社組合」は、1919～24年の間に、145組合から421組合へ、その組織人員も404，000人
から1，241，000人へと飛躍的に増大した。それに対してA．F．Lの組織人員は、同年間に3，260，000人
から2，866，000人へと減少した10）（第一表）。さらに、オープンショップ攻撃は、労働組合に対する社
会的な評価とも結びつき展開された。1917年のロシア革命の成功とコミソテルンの活動は、資本主i義
社会の支配層に大きな脅威を与えた。特に、多民族国家であるアメリカの支配層は、この脅威をより
深刻なものと受けとり、「赤の恐怖」を醸成し、反組合プロパガソダを全国的な規模で展開した。こ
のような中で、労働組合は危険な存在であるという世論が形成されていった。
　このように20年代初期の状況は、労働組合にとって非常に困難なものとなっていた。労働組合は、
オープソショップ、「会社組合」の攻撃に対して有効な反撃を加え、労働組合の承認と存続をかけた
新しい方向を模索していかなけれぽならなかった。この新しい方向こそ、労使協調政策であった。す
なわち、労働組合は、「労働組合のみが、……労働者の生産的な精力を放出させるのに必要不可欠な
信頼の幅広い基盤を提供する」11）ということを経営者に説得することで、組合の承認を得ようとした
のであった。しかし20年代全体で見れぽ、この政策は成功したとはいいがたい。鉄道工場における労
働組合の場合、徹底したオープショップ攻撃にあい敗北した1919年の鉄綱労働者ストライキや統一炭
坑夫組合による大ストライキなどとは異なり、1922年のストライキでA，F，L鉄道従業員部の組織数
を半減させたものの、B・0鉄道などの会社では、労働組合の承認と団体交渉権を保障するという労
務政策がとられていた。この組合の承認と団体交渉権の存続は、オープソショップと「会社組合」に
対抗する基盤を労働組合に残していた。これが、労使協調の基盤となっていったのである。労使協調
は、オープンショップ、「会社組合」に対抗し、労働組合の存在をかけた運動であった。
　c）　「無駄排除運動」と労働組合
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　第三の要因として「無駄排除運動」とのかかわりを検討する。鉄道修理工場の最大の問題は、無計
画な生産と不安定な雇用状態にあった。仕事は、不規則に工場に持ち込まれ、それに応じて、解雇、
雇用が繰り返され、労働移動率（labor　turnover）は、200％にも達していた。仕事が少ない場合、労
働時間の削減、大量解雇が行なわれ、仕事の多い場合は、長時間労働、臨時工の使用、さらには高価
格で工場外へ請負に出すことも行われていた。この両極端の雇用状態は、常に繰り返されていた。労
働組合は、高価格な請負と雇用の不規則性を、生産コスト減少にとっての最大の無駄と考えていた12）。
鉄道工場における生産上の「無駄」に関する会社側と労働組合との間の論争は、恐慌下での雇用不
安、賃金切り下げをめぐって行われてきた。会社側は、労働組合の規約を無駄と非経済性を助長する
とみなし、他方、労働組合は、上記したような会社の管理に無駄の原因があるとみなした13）。このよ
うな論争は、労使の間で常に繰り返されていた。
　ところで、1920年代のアメリカでは、「無駄排除運動」が全国的規模で取り組まれていた。この運動
の一つの重要な契機となったのは、H．フーバー（Hoover）を中心とする「連合アメリカ技師協会」
の無駄排除に関する報告書の出版であった。この報告書は、無駄の責任の50％を経営者、25％を労働
老としたうえで14）、経営者、労働者、所有者、大衆、業者団体、政府、技師が各々の責任で行わなけ
れぽならない無駄排除施策を提言した。提言の内容は、作業の標準化、工場設備の改善、経営管理の
合理化、生産制限慣行の取りやめ、労使関係の安定等を含む広範なものであった15）。この報告書を契
機として、経営者、労働組合、技師の各々にとって、無駄排除で協力する条件が作り出されていった
のである16）。
　「無駄排除」運動の基盤となったのは、「科学的管理」であった。労働組合とテイラー協会の技師
たちとの関係は、戦時生産体制という特殊な状況下で、和解の方向に、歩みはじめていた。労働組合
は、技師たちの仕事に協力し、技師たちは、労働組合の存在を承認しはじめていた17）。戦後、この和
解が、実践的な意味を持つのは、労働組合が組合の承認を得るため科学的管理法を必要としたときで
あった。すなわち、オープンショップ、「会社組合」の攻撃に直面し、組合員を大きく減少させたと
きであった。労働組合は、自らも「無駄排除」運動の担い手であることを示し、労働組合がアメリカ
産業にとって欠かせぬ存在であることを立証しようとした。
　テイラー協会の技師は、労使協調実験に顧問技師として参加する一方で、労使協調について同協会
雑誌「Taylor　Scieaty」で賛意を表明し、　A．F．L機関紙「American　Federationist」にも協力論
文を投稿するなどした18）。B・0労使協調実験においても、テイラー協会の会員である0・ベイヤー
が鉄道現場組合の顧問技師として中心的な役割を果した。鉄道現場労働組合とテイラー協会の技師
は、修理工場の「無駄排除」に協力して取りくんだのであった。労使協調計画の実施は、経営老、労
働組合、技師が一体になって押し進めた「無駄排除運動」の特殊な実戦であった。
注1）萩原進、『アメリカ資本主義と労使関係』（戸塚秀夫、徳永重良編著『労働問題』、有斐閣、1977）、147ペ
　　ージ。
　2）　同上書　146ページ。
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3）LB．　Wehle，　War　Labor　Policies　and　Their　Outcome　in　Peace：Quartery　Journal　of　Ecomomics，
　Febrary．1919．　p．332．
4）　Iin’d，　DP．333－334．
5）L。Wolman，　The　Growth　of　American　Trade　Unions　1880－1923，　Bureau　of　Economic　Reseach，
　Inc，　New　York，　p．48．
6）　Ibid．，　pp．48－49．
7）　S．Perlman　and　P．　Taft，　History　of　Labor　in　the　United　Steates，1896－1932，　Volume　IV，　Labor
　Movement，1935，　Reprined．1966，　Macmillan　Company，　p．408．
8）1920～22年の鉄道業における労使紛争にないては、S．　Perlman　and　P．　Taft，　oP．　cit．，　pp。515～522．
9）　Ibid．，　p．523．
10）　萩原進、『前掲書』161ページ。
11）J．T．　Maklvey，『前掲訳書』183ページ。
12）B．M．　Jewe11，　Recent　Extention　of　Co｛lective　Bar8aining－Cooperation　in　Railroad　Industry－：
　American　Federationist，　July　1925，　p．529．なお、　B．ジュエルは、　A．F．L鉄道従業部の会長であり、
　上記の論文は、B・0労使協調実験の労働組合側の報告である。
13）　1Z疹4．，　pp．529－530．
　　S．M．　Slichter，　op，　cit．，　pp．437－438．
14）Committee　on　Elirnination　of　West　in　lndustry　of　the　Federated　American　Engineering　Societies，
　West　in　Industry，1921，　p．9．
15）　Ibld，，　pp．24－33．
16）J．T．　Mckelvey，『前掲訳書』、111～115ページ。
17）第一次世界大戦期における労働組合と「科学的管理」の和解については、M．　J．　Nadworny『前掲訳
　書』第7章、およびJ．T．　Mckelvey、『前掲訳書』、第三章を参照。
18）　L．A．　Thompson，　op．　cit．，　pp．220－227を参照。
】V　労使協調の実施機構と労働組合の役割
　本節では、鉄道修理工場における労使協調の実施機関であった労使合同委員会の機構・役割という
形態的な側面から労使協調が労働組合と労務管理にとってどのような意味を持っていたかを考察して
いく。まず、労使協調機関がどのようなレベルで設置されていたかを明らかにするために、鉄道修理
工場の職場編成、管理機構および労働組合の機構を見ていくことにする。
　鉄道業の職場は、乗務員関係の職場と機関車、その他車両の制作、修理を行う工場職場とに大きく
区分されていた。労使協調の機関が設置されていたのは、工場職場においてであった。B・0鉄道会
社は、48の工場を持っており、その工場は、おおよそ、工場→部（department）→課（subdepartment）
→組（gang　or　team）によって編成されていた。部は、職種内容に従って11の部（組立職場、機械職
場、ボイラー製造職場、etc．）とサービス関係の4部（道具室、動力部、倉庫部、　etc．）で構成され
ていた。また部は、機関車、その他車体の特定の部品を製作、修理する課に分かれ、課は、さらに基
本的な生産単位としての組に分かれていた。組は、特定の職務を遂行する単位で、熟練階梯に従った
熟練工、養成工（apPrentices）、助手（helpers）、雑役夫によって構成されていた！）。
　管理機構は、職場編成に対応したライソ管理者とサービス部門の管理者から構成されていた。ライ
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第3図　職場編成と管理機構
　　　工場長
（superintendent　of　shoP）
副工場長
（assistant
superintendent）
部（department）一課（snbdepartment）一組（gang）
出典　0．S．　Beyer，　Railroad　Union－Management　Cooperation：American　Federationist，　August．
　　1925，pp．　M6－－647．から作成
ソ部門の管理機構は、工場長（superintendent　of　shops）→副工場長（assistant　superintendents）
→部門長（general　foremen　of　deperment）→職長という管理系列で組み立てられており、組組織の
作業指示は、組頭である熟練労働者が行っていたと考えられる。他方、サービス部門の管理は、工場
長→副工場長→サービス部門長→作業員という系列のもとにおかれていた2）（第3図）。
　工場内の労働力編成は、組組織（gang）を構成する熟練工、養成工、助手のグループが大半を占め
ており、彼らは、工場の基幹労働力となっていた。熟練工、養成工、助手は、一つの明確な熟練形成
ラインのもとに編成されており、熟練形成ラインは、厳密に7つの職種（craft）一機械工、ボイラ
ー製造工、かじ工、金属板工、電気工、火夫・給油工、鉄道機関工（塗裁工、大工、etc．）一に区分
されていた。たとえば、機械工の熟練形成ライソを持つ組組織は、機械工助手→養成機械工→熟練機
械工と順次、昇進序列に従って形成されていた3）。このように厳密な職種別熟練形成ライソが組組織
内に形成されていたということは、職場作業上の規制力が現場レベルに存在し、組組織の頭であり、
労働組合員でもある熟練労働者が、現場生産を規制しうる地位にあり、そのため、労使協調を「実効」
あるものにするためのカギを握っていたことを示すものであった。
　ところで工場の労働者は、上述の7つの職種区分に従って、A．F．Lの支部（local　lodge　of　A．F．L）
に組織されていた4）。?
??﹇??
国際機械工組合（lnternational　Association　of　Machinists）
国際ボイラー製造工組合（International　Brotherhood　of　Boilermakers，　Iron　Ship　Builders
and　Helpers　of　America）
国際鍛冶工組合（lnternational　Brotherhood　of　Blacksmiths，　Drop　Forgers　and　Helpers）
金属板工組合（Sheet　Metal　Worker’s　International　Association）
国際電気工組合（lnternational　Brotherhood　of　Electrical　Worker）
鉄道機関工組合（Brotherhood　Railway　Carman　of　America）
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第4図　労働組合の機構
／
支部（7支部）
（［ocai　lodges
　　oF　AFL）
AFL　－AFL鉄道従業員部欝獣緬　　／
　　　　　　　　　　　　　　　路線組合連合
　　　　　　　　　　　　　　　　（the　system　federation
灘臨＿」°f訓　）
　　federation）
出典　0．S．　Beyer，　op．　cit．，　pp．647－650．から作成
　7．国際火夫・給油夫組合（lnternational　Brotherhood　of　Firemen　and　Oilers）
　支部は、工場内に組織され、年次大会で、会長、副会長、書記および工場委員（shop　committee）
を選出していた。工場委員会（議長は、多くの場合、支部の会長）は、工場の組合員の利益に注意を
はらい、工場長、担当管理者と交渉する権限を持っていた。さらに支部は、3つの組織、「連合労働
組合（the　local　shop　federation）」、「地区職業組合協議会（the　district（system）craft　concil）」、
「路線組合連合（the　system　federation　of　all　craft）」にも加盟していた5）。
　「連合労働組合」は、A．F．L加盟7支部の工場内連合体で、執行機関として連合工場委員会（the
local　federation　shop　committee）を設置していた。この委員会は、各支部の会長または工場委員
会の議長から構成され、各々の支部の権限・意見の調整をはかる一方、工場内の諸問題を取り扱う従
業員の正規の代表機関として工場管理者と相互の関心事について協議を行っていた6）。「地区職業組合
協議会」は、A．F．L加盟の職種組合の地域的な連合機関で、鉄道業の場合、会社単位の支部連合体
であると考えられる。たとえぽ、B・0鉄道会社において工場単位で存在していた国際機械工支部
は、A．F．L国際機械工支部District　Lodge　29に集められていた。連合協議会の議長は、特定の職
種組合が全体として鉄道会社（railroadsystem）にかかわるかぎりでは重要な代表者であった。ま
た、議長は、全国組合、A．F．L鉄道従業員部と同協議会の調整役を果していた7）。「路線組合連合」
は、支部、「連合労働組合」、「地域職業組合協議会」との会社規模での連合協議機関であると考えら
れる。この連合は、A．F．L鉄道従業員部や各々の国際組合が持つ管理、権限に制限されはするが、
鉄道従業員と会社管理者とに直接的に関係がある問題を取り扱う最高で、最終的な機関であり8）、会
社側と賃金、労働条件の協約を取り結ぶ正規の団体交渉機関であった9）。以上の4つの労働組合機関
の関係を示すと第4図のようになる。鉄道業の労働組合は、職業別に組織される一方、工場、会社単
位で結合した機関を有していた。
　労使協調の実施機関は、職場編成、管理機構、労働組合の諸機関に対応する形で設置されていた。
この機関は、会社側と「路線組合連合」との協約にもとづき設置されたものであった。すでに、賃金
および基本的な労働条件については、「路線組合連合」と会社側との間の団体交渉で協約が結ぽれて
いた。したがって、この協調機関は、正規の団体交渉事項以外の諸問題を協議する場所として設定さ
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れた。労使協調の実施機関として、「合同工場協議会（the　joint　local　meeting）」．と「合同路線協議
会（the　joint　system　cooperation　conference）」の二つのレベルの機関が設置された10）。
　「合同工場協議会」は、労働組合側代表としての「連合工場委員会」と「バラソスドコミッティー
（the　blanced　committee）」と呼ぽれる工場レベルでの管理者の委員会によって構成されており、通
常、月に2回の会合が工場内で勤務時間にもたれていた11）。「合同路線協議会」は、「路線組合連合」
の会長、書記（労働組合側）と鉄道車両部長会　（the　railroad’s　manintenance　of　equipment
depertment）の議長、関係車両修理部長・部長補佐、その他関連部門　（倉庫部、供給サービス部）
の代表者（経営側）とで構成され、通常、バルティモア・オハイオ鉄道会社の本社で3ケ月に1度の
会議を持っていた12）。
　「合同工場協議会」は、主に工場・職場レベルでの作業改善、設備改善などの生産性事項と照明、
騒音などの作業上の苦情に関する提案、処理を協義する権限を有していた。協議事項は、定められた
書式に乗っ取って議事録とされ、「合同路線協議会」の労使双方の代表機関に送られた。「合同路線協
議会」は、この議事録に記載された提案を経営者と合意した場合、承認する権限と会社レベルでの問
題を協議する権限とが与えられていた。さらに、「合同路線協議会」は、承認した提案の実施の徹底
と従業員からの提案の活発化をはかるために、「合同路線協議会」の議事録を提案実施にかかわる全
ての部門に配布した13）。
　B・0鉄道会社では、1924年3月から1925年7月にかけて、1609回の協議会が開かれ、経営側から
9，566名、労働組合側から9，573名、合計、19，139名が協議会に参加した。協議された提案事項は、
11，478件で、その内の9，090件（79．2％）が採用され実施にうつされた14）。主な提案事項は、次のよ
うなものであった15）。
　①職務分析および作業の標準化
　②道具および設備の改善
　③原料の適切な保管、管理、配達
　④原料の経済的使用
　⑤職場の労働力と仕事の適切な配分
　⑥工場全体の仕事の調整、計画
　⑦養成工訓練
　⑧新規従業員の採用
　⑨労働の質の改善
　⑩職場環境（温度、照明、換気、安全）の改善
　⑪新しい鉄道業務の確保
　⑫工場での新しい仕事の確保
　⑬生産量の測定
　⑭　雇用の安定
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第5図　労使協調機構と団体交渉
工場レベルの経営側代表　　　　　　路線（system）レベルでの
　　　↓　／／経轡
1驚紙＼＼轡灘「
　　　　　　　　　　　　　　S　路線組合連合　　　　　　　1　　　　↑　　　　　　　　　　1
　　支　部　　　　　　　　　　　　　1
　　　　↑　　　　　　　　　i
　　組合員　　　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一」
　　　　　　　　　　　　　　　　　（実施）
＿提
職 場 （実
案 経営者
一一一E議事録・勧告
　　　　　⇔団体交渉
出典　0．S．　Beyer，　op．　cit．，　pp．650－652，　B．　M．　Jewelly，　op．　cit．，　pp．530－532．から作成
　これら提案事項から、労使協調の実施機関である二つの協議会が生産向上委員会的な機能を果して
いたことが明らかになるであろう。これらの提案は、次のような過程を経て実施に移されたと考えら
れる。従業員から各支部（lodge）に集められた提案は検討、調整された後、工場委員会の議長を通
して「連合労働組合」に提出され、さらに検討、調整を重ねたうえで、連合工場委員によって「合同
工場協議会」に提出された。同協議会で取り上げられた提案は、「合同路線協議会」に勧告され、採
用決定がくだされた後、実施された（第5図）。
　では、この労使協調の実施機構は、労働組合にとってどのような意味を持っていたのであろうか。
二つのレベルで設置された合同協議会は、団体交渉とは区別される機関として設置されたものであ
り、それはあくまでも協議機関であり、決定権限は、経営者に委ねられていたヱ5）。すなわち、団体交
渉は、賃金、労働諸条件などの労使の利害が対立する問題を取り扱い、他方、合同協議会は、労働組
合が生産性向上に協力する態度を示すかぎりでは、さほど対立を含まない作業改善、原価切り下げな
どの諸方策を協議・実施する機関として位置づけられたのであった。この2つの機構は、企業内に2
重の労使関係を成立せしめたのであった。労働組合は、団体交渉という正規の交渉権と生産問題に関
する協議に参加する権限を持ったのであった。合同協議会内で労働組合が担った役割は、生産性向上
に関する提案を組合員から引き出し、合同協議会に提案することであった。労働組合は、旧来、経営
権事項とされてきた「生産問題」に蚕食し、生産性向上の成果の分け前（賃金引き上げ）を主張しう
る立場に立ったが、それは同時に、生産性向上をめざす工場経営機構の一部分として実質的に組み込
まれ、生産性向上にむけて組合員を組織するという役割も同時に担わされることになった。
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　注1）0．S．　Beyer，　Railroad　Union－Manegement　Cooperation：American　Federationist，　August．1925，
　　　p．646．
　　2）　Ibid．，　p．646．
　　3）　Ibid．，　p．647．
　　4）　Ibid．，　p．647．
　　5）　Ibid．，　p．648．
　　6）　lbid．，　p．648．
　　7）　1bid．，　pp．648－649．
，　　　8）　Jbid．，　p．649－650．
　　9）　1玩d．，p．651．
　　10）　lbid．，　p．650．
　　11）Ibid．　p，650，　B．　M．　Jewell，　op．　cit．，　pp．530－531．
　　　　経営側の代表は、工場長、副工場長、工場付属倉庫部長、補助部門の管理者、関連部門（depetment）
　　　の職長で構成され、各々が協議内容に応じて出席したと考えられる。
　　12）　0．S．　Beyer，　Ibid．，　p．650．，　B．　M．　Jewe11，　Ibid．，　p．531．
　　13）　0．S．　Beyer，　lbid．，　pp．650－651，　B．　M．　Jewe11，　Ibid．，　p．531．
　　14）　0．S．　Beyer，　Bulletin　of　the　Tayor　Society，　op．　cit．，　D．12．
　　15）B．M．　Jewell，　op．　cit．，　p．531．
V　おわりに
　以上、1920年代の鉄道業における労使協調（Union－Managment　Cooperation）の導入の経緯、
背景、原則、実施機構を労働組合とのかかわりで考察してきた。ここでは、労使協調についての若干
のまとめと今後の課題について述べむすびにかえることにする。
　20年代のアメリカで展開された労使協調は、オープンショップ、「会社組合」の育成などの積極的な
資本攻撃のもとで、労働組合が承認を得るために提起した特殊歴史的な労使関係の一形態であった。
しかし、労使協調の原則、および実施機構の考察によって導き出された特微は、労使関係の新しい考
え方を示すものであった。すなわち、労使協調の原則は、労働組合の承認を前提として、労働組合を
生産性向上をはかる主体として位置づけ、生産性を賃金・雇用問題にリンクさせるという考え方を打
ちだしていた。また、実施機構においても、賃金、労働条件を取り扱う団体交渉と生産向上および生
産上の苦情を取り扱う合同協議会とを明確に区別し、二重の労使関係理念を作り出していた。これら
の特徴は、第一次世界大戦以前の労働組合の政策には見られなかったものであり、労使協調は、労働
組合の政策の大きな転換を意味するものであった。同時に、労使協調計画の実施は、経営者側にとっ
ても、労働組合を会社の生産合理化機構に組み込み、労働組合、労働者を管理してゆくという新しい
労務管理方式（20年代の主流にはなりえなかったが）への転換を含むものであった。
　以上、本稿では、労使協調を労働組合との関連で考察してきたが、労使協調の持つ意味を明確にす
るためには、さらに検討されなけれぽならない課題が残されている。第一は、労使協調計画の実施が
労働者にどのような影響を与えたかという点である。第二は、資本の側が、労使協調をどのように位
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置づけかという点である。労使協調は、労働組合が提起したものであるが、それは、資本によって受
け入れられてはじめて成立する労使関係の一形態である。資本の組織労働者に対する対応は、①労働
組合の徹底した排除、②「組合対策」として労働組合を承認し、組合との協調をはかる、という形態
が考えられる。では、20年代の徹底したオープンショップ攻撃が展開され資本が優位に立っていた時
代に、資本の一部は、向故に②の対応を選択したのであろうか。労使協調は、資本にとってどのよう
な利益があったのであろうか。第三に、1929年恐慌下での労使協調の崩壊・変形過程の考察すること
である。1920年代は、アメリカにおいては「繁栄の10年」といわれ、賃金の上昇、雇用の安定がなさ
れていた時期であり、労使協調政策もさほど矛盾を表出させる条件は少なかったと考えられる。恐慌
は、労使協調に対する、資本、労働組合、労働者の考え方をいかに変えさせたのであろうか、次稿に
おいて、これらの点を検討していくことにする。
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